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出典：国土交通省資料を基に府市町村局にて作成 3



出典：国土交通省資料を基に府市町村局にて作成 4



出典：国土交通省資料を基に府市町村局にて作成 5



出典：国土交通省資料を基に府市町村局にて作成 6



・下水道分野に関しては、府内市町村において一定数の活用事例があり、既に有力な
選択肢の一つとなっている。
・施設類型を問わず、何らかの施設で実施したことがある市町村は１９団体。
ほぼ半数程度の市町村にとっては、庁内に一定のノウハウは存在する状況。

実施したこ
とがある

19

実施したこ
とがない

23 

包括的民間委託を実施したことがある団体数
（対象施設の類型問わず）

7

2

3

4

4

10
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その他施設

道路

上水道

公園

橋梁

下水道

包括的民間委託を実施中の団体

小中学校施設、
幼稚園、保育所、
公民館などの例。

7



出典：国土交通省資料を基に府市町村局にて作成

インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き（令和５年３月）
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/_pdf/houkatsu_tebiki.pdf
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・「包括的民間委託」にふさわしい業務規模の確保は、単独団体では難しい。
・その場合は広域連携で取り組むことが選択肢となり、国土交通省では、
「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」の取組みを提唱している。
・府内では泉州地域がモデル地域として指定（令和５年１２月）。

出典：国土交通省資料を基に府市町村局にて作成

広域連携で
対象施設・インフ
ラを包括的に委託
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＜年齢要件設定状況＞

・事務職は他の職種に比べ、採用年齢上限は低く設定されている。
・土木職・建築職・保育職など、不足の声が多い職種は年齢上限が高く設定されているものが多い。

最大値
※「上限なし」の回答
は便宜上59歳で表示

データを小さい順に並
び変え、データ個数で
４分割した際に、3/4
に位置する数値

データを小さい順に並
び変え、データ個数で
４分割した際に、1/4
に位置する数値

平均値

最小値
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＜採用要件として求めている資格例＞

＜非正規職員として確保している専門職の例＞

・求める資格は各職種に応じたものが要件となっているが、資格の難易度には幅がある団体が多い。
例：技術士↔技術士補、建築士↔２級建築施工管理技士 など

・事務職に求められる資格は、普通自動車運転免許のみ。
（府内は４団体のみ）

分野 職種

技術分野 土木職、建築職

保健・医療分野 保健師、看護師、助産師、歯科衛生士、理学療法士、臨床心理士

教育・保育分野 幼稚園教諭、保育士、学童保育職員、管理栄養士、調理員

福祉分野 生活福祉相談支援員、生活福祉就労支援員、特別支援員、介助員、介護支援専門員、介護支援相談員

歴史・文化分野 文化財保護職、学芸員、図書館司書

その他 デジタル人材、弁護士

11

職種 資格

事務職 普通自動車運転免許（４団体）

土木職 技術士、技術士補、１・２級土木施工管理技士、測量士補、測量士、シビルコンサルティングマネージャー（RCCM）造園施工管理技士、下水道技術検定、施工管理技士補など

建築職 １・２級建築士、１・２級建築施工管理技士など

保健師 保健師、看護師など

保育職 保育士資格、幼稚園教諭免許など

社会福祉士 社会福祉士、精神保健福祉士、社会福祉主事任用資格など

文化財保護職 学芸員、考古学等関連学位など

栄養士 管理栄養士

デジタル人材
基本情報技術者試験、応用情報技術者試験、ＩＴストラテジスト試験、システムアーキテクト試験、プロジェクトマネージャ試験、ネットワークスペシャリスト試験、データベー
ススペシャリスト試験、エンベデッドシステムスペシャリスト試験、ＩＴサービスマネージャ試験、情報処理安全確保支援士試験、システム監査技術者試験、ITパスポート、情報
セキュリティスペシャリスト試験など



＜オンライン面接の実施状況＞

＜年齢要件＞
未回答 1

実施してい
ない 27

オンライン
面接を実施

している 14

オンライン面接の実施状況（実施団体数）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

働き方改革・キャリア制度等について
（実施団体数）

＜働き方改革・キャリア制度等導入状況＞

・オンライン面接を取り入れている府内市町村数は約1/3。
・主に、第一次面接など初期面接において、人物評価のために用いられている。
・働き方改革・キャリア制度等については、新卒求職者が魅力を感じやすい
「在宅勤務の本格導入」の実施は９団体、「フレックスタイム制度」は５団体で実施されている。
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◆PFI事業導入のメリット

１．国民に対して、安くて質の良い公共サービスが提供されること

２．公共サービスの提供における行政の関わり方が改善されること

３．民間の事業機会を新たに創り、経済の活性化に貢献すること

出典：地方公共団体におけるPFI事業導入の手引き（内閣府PPP／PFI推進室）

◆安くて質の良い公共サービスを提供できる理由

１．設計・建設・維持管理・運営といった業務を一括で発注し、
“性能を満たしていれば細かな手法は問わない”性能発注方式を採用

２．効率的なリスクの管理、良好な競争環境の構築などを期待することができる

３．民間のノウハウを幅広く活かすことができることから、
安くて質の良い公共サービスの提供を実現することができる
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・設計・建設・維持管理・運営といった業務を一括発注（“性能発注方式”を採用）
・公共施設等が利用者から収入を得られるものである場合、より公共の負担が少なくなる可能性がある
・民間事業者に、公共施設等の整備や運営だけでなく、
オフィス・売店等の収益施設を併設させ営業させることで、より公共の負担が少なくなる可能性がある。

出典：官民連携事業（PPP/PFI）のすすめ（国土交通省、令和２年度版）
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・PFI活用にあたっての課題は、「人材・ノウハウ不足」、「PFI手法を活用できる施設か不明」、
「取組手順が不明」、「契約内容やリスク負担の複雑化」の順に多かった

・その他の課題としては、「市内事業者の参入機会の拡大」、「初期段階での不慣れな事務負担の増加」、
「過去に民間活用の観点で検討したが、市場の反応もなく様々な課題があり導入には至らなかった」等

が挙げられた。

0 5 10 15 20 25 30

その他

公共サービス水準の低下懸念

相談できる民間事業者とのつながりがない

契約内容やリスク負担の複雑化

取組手順が不明

PFI手法を活用できる施設か不明

人材・ノウハウ不足

3

4

7

15

16

24

27

PFI活用にあたっての課題について

16



① PFI事業として実施する可能性がある事業の発案
優先的検討規程や民間事業者からの発案などにより、検討対象の事業を整理する

② PFI導入可能性調査の実施 ※外部のアドバイザー支援

PFI事業として実施することが可能かどうか検討する調査。事業方式、事業範囲、事業期間等

を設定し、ＶＦＭシミュレーションの算定、民間事業者へのヒアリング等を行う

③ PFI事業を実施する事業者の選定
総合評価方式一般競争入札や公募プロポーザル等の方法によって事業者を選定

④ PFI事業の実施
選定された民間事業者と契約を締結し、事業を実施

団体は引き続き事業者のモニタリングを行う
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※令和５年度 国による支援事業の概要：https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/pdf/r5_shienjigyo_gaiyo.pdf

内閣府

◎PPP／PFI行政実務専門家派遣
行政実務に関しての実務経験・実績を有する地方公共団体等職員を派遣。庁内推進体制の構築や検討ルールの整備、予算対応、
議会対応、庁内合意形成など、PPP/PFI事業の行政実務について、無料でPPP/PFI行政実務専門家に相談できる。

◎PPP／PFI専門家派遣
PPP/PFIの基礎的な講義や個別具体の事業にかかるPPP/PFI導入時の疑問点についてなど、無料で専門家に相談できる

スポーツ庁

◎体育・スポーツ施設整備（学校施設環境改善交付金）
学校体育施設の整備（学校水泳プール新改築事業、学校水泳プール耐震補強事業等）、公共スポーツ施設の整備事業
（地域水泳プール新改築事業、地域スポーツセンター新改築事業等）が対象。負担割合は、原則１/３。

国土交通省

◎国土交通省PPPサポーター
PPP/PFI事業に係る豊富な実務経験や知識を有する者を「国土交通省PPPサポーター」に任命、地方公共団体からの個別相談、
講演依頼等に応じる。 ※依頼に係る交通費等については依頼者負担

※令和５年度 国による支援事業リスト：https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/data/r5_shienjigyo_list.xlsx 18

https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/pdf/r5_shienjigyo_gaiyo.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/data/r5_shienjigyo_list.xlsx
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＜地域の未来予測＞

・地域の未来予測を作成中・作成検討中の団体は、
府内で22団体となり、半数を超えた。
・泉北・泉南地域や、南河内地域では、広域連携による
作成も進められている。

＜地域の未来予測 作成意向状況（令和５年12月現在）＞

キット申請団体
※広域連携において幹事団体が
申請している場合も含む

28

未申請

14

大阪府 地域の未来予測キット 申請状況

＜キット申請状況＞

設けている 11

設けていない

31

（厳しい見通しを踏まえた）
住民とのオープンな議論の実施状況

＜人口減少等厳しい見通しを踏まえた住民とのオープンな議論の実施状況＞

＜人口減少等厳しい見通しを踏まえた住民とのオープンな議論（例）＞

・首長が実施するタウンミーティング
・厳しい将来を前提とした地区別の「地域運営組織」についての
議論を行い、40歳未満を対象としたワークショップを実施
・グランドデザイン作成にあたっての意見交換の際に、首長から、
今後は行政だけではまちづくりは今後できなくなるため、
住民参加の必要性を説き、役割を考えてもらうワークショップを実施
・「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に関する会議で、
将来課題について市民委員と意見交換を実施
・公共施設再編について、首長と住民が自治会単位で議論

21

地域の未来予
測を作成する

18

作成を検討中
4

未定
20

地域の未来予測 作成状況



■電気の共同調達～リバースオークションサービスの活用事例～

■ リバースオークション
買い手が提示した一定条件の下で売り手が見積書を提示し、その中から契約を行うこと。
＊環境省策定「気候変動時代に公的機関ができることから「再エネ100％」への挑戦～」（公的機関のための再エネ調達実践ガイド）に掲載

◎調達者：小売電気事業者の競争性が担保されている
◎小売電気事業者：小口の需要家への営業の手間が減る。また、見積作成にあたっての過去の電力使用状況のデータ化が不要。

出展︓環境省資料（気候変動時代に公的機関ができること）を基に⼤阪府総務部市町村局にて作成

電⼒
オークション

電⼒
オークション

落札企業

落札企業

A社 B社 C社 D社

需
要
家
A

需
要
家
B

需要家A 需要家B
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＜課題＞ ・発災から日が空くと、浸水の水位など被害の痕跡が判別しにくくなる
・被害物件を所有する住民にとっては、類似調査の対応が複数回となり手間
・罹災証明書の発行に時間がかかる など

出典：内閣府 災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き 抜粋

罹災家屋

契約物件の損害調査
早いと発災翌日

損害保険会社

行政

多くの場合、
損保より後で
被害認定調査

発災時

調査対応に手間

浸水

損害保険会社 行政

所有者の承諾を得て、
調査結果を共有

＜メリット＞
・罹災証明書の発行迅速化につながり、
住民の早期生活再建に資する
・住民の対応手間の軽減
・行政の業務効率化

対応方策：損害保険会社の調査情報を行政に共有
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